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論文
外部不経済理論の展開と環境政策
? ?
正 雄
まえがき
E. ]. Mishannやローマ・クラブのレポート 2)の指摘を待つまでもなく，経
済の成長•発展のコストの一つは環境汚染や破壊である。この汚染や破壊の進
展が，希少な資源を一層枯渇させ，資源の効率的配分を阻害させる。周知のよ
うに，市場システムは価格の自動調節機能によって，生産・消費の効率性を保
障する仕組である。ところが，この価格の中には，社会的に最適な生産・消費
を達成する必要条件としての，真の費用（社会的費用）が含まれていないという
ことが問題である。換言すれば，ある経済主体は，自らに直接関係する私的費
用のみを考慮して効率的に活動しているが，この主体の活動は，多少とも他の
主体の活動にプラスあるいはマイナスの副次的効果（外部効果）を与え， この効
果が社会全体としての資源の効率的利用を誤まらせるという点が看過されてい
る。環境汚染や破壊はこの外部効果の一つの結果であるということができる。
したがって，この外部効果，とりわけマイナスの外部効果を，政策的な手段
によって内部化できるならば，環境汚染や破壊の問題は緩和されるか解決する
1) Mishan, E. J., Growth: The. Price We Pay, Staple Press, 1969. (都留重人訳
「経済成長の代価」岩波書店， 1971)
2) Meadows, D. H., etal., The Limit to Growth, 1972. 大来佐武郎訳「成長の限界」
ダイヤモンド社， 1972年。
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という視点が開ける。
このような観点が，今日の環境問題に対する経済学的接近の根幹である。
本論文は， A.Marshall C文献1〕や A.C. Pigou 〔文献2〕に始まる外
部効果の理論とその効果を内部化 internalizeする政策手段に関する論争の主
な論点を再点検し，外部性の理論の環境政策に対する有効性を検討しようとす
るものである。
1. 外部効果をめぐる根本問題
外部効果 externalityeffectまたは外部性 eダternalityは，一般に， ある経
済主体の経済活動の結果が，それ以外の主体の活動やその結果に，負または正
の影響を及ぽすような効果や性質として，または，便益あるいは費用について
の私的な計算が，それぞれに対する社会の評価と異なる状況の一現象であると
定義されよう。この概念の具体的な形態としては，外部経済 externaleconomy 
と外部不経済 eばernaldiseconomyとがあるが，さらに，これらそれぞれにつ
いて，金銭的 pecuniaryなものと技術的 technologicalなものとに分けられ
る3)。
まず前者の金銭的外部性とは，ある主体の金銭的（貨幣的）行動が他の主体
の同種の行動に与える影響のことを意味する。たとえば，経済に需要独占mo-
noPsonyが存在する場合，その立場にある主体の財貨需要は市場価格を変動さ
せる。その結果として，他の主体はこの価格変動の影響を直接的に受け，彼等
に金銭的な損得をもたらすが，このような効果をさすのである。ある主体の決
定が他の主体の決定に影響するという意味では，たしかに外部性の一種ではあ
るが，重要なことは， この種の外部性は， 直接的に，市場メカニズムによっ
3)この定義については， Scitovsky,T., Two Concepts of External Economies, 
Journal of Political Economy, Vol. 62, Apr. 1954, pp. 143-51. および Mishan,
E. J., The Postwar Literature on Externalities : An Interpretative Essay, 
Journal of Economic Literature, vol. 9, 1971. p. 6-7に詳しい。
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て，資源誤用に対する再調整が可能であるという点である。
つぎに，後者の技術的外部性は，ある主体の活動が，その結果として，直接
的に他の主体の活動に対し技術的（非金銭的）な影響を与えること，と定義でき
よう。前者と異なって，その効果が技術的・非金銭的性質を持つがゆえに，こ
れによって生じる資源のミス・アロケーションを，課税や補償手段によって容
易に是正することができないということになる。
外部性について，定説となりうるような厳密で明確な概念規定は，現在，ま
ったく存在しないといえる。通常，生産に係わる生産外部性が多く取り上げら
れ，問題にされるが，一連の厚生経済学理論の脈絡の中においては，消費に関
する外部効果も問題とされている4)。いずれにしても， 環境汚染・破壊の問題
に関する最も重要な概念は，技術的外部不経済のそれである。
ところで，従来から展開されてきた外部性の理論は，元来， 外部性の存在
が，競争的均衡を撹乱させ，生産や消費における極大満足の法則を不成立にさ
せ，パレート・オプティマムを不達成に終らせる可能性の一条件に関する研究
であったということができるであろう。• これらの理論研究の主対象またはその
背後の大きな前提条件は，完全競争市場の枠組の設定であった。 しかしなが
ら，外部性の発生そのものと完全競争市場とを結びつける固有の，また一義的
な理由や論理は何もあるわけではない，この意味では，市場組織と外部性発生
の因果関係を究明し，また，さまざまな市場形態における外部性の作用を論究
することが重要であろう。
さらに，外部性の発生は経済主体の活動水準だけではなく，生産要素の組合
せ，生産技術，消費（欲望）の構造にも大きく依存するはずであるが， 現在のと
ころ，これらに関する研究は一つもない。
4) Graaf, J. de V., T. 畑oreticalWelfare Economics, Cambridge, 1957, p. 18-43. 
および Mathur,V. K., Time, Affluence and Polluion in the Theory of Con-
sumer's Behavior, Journal of Envir~nmental Economics and Managi仰吻t,vol. 
1, 1974, pp. 89-95が参考になる。
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外部性論議で最近明らかされた点は以下のようなものである見①Coase 
〔文献8), BuchananとStubblebineC文献1゜〕， MishanC文献9, 18〕，
Burrow 〔文献40〕は，外部効果の相互依存性の想定を導入し， また補償・課
税対象を特定化しない場合のビグー解の無効性を検討した。この結果，①の代
替的・補完的手段として，②二重課税制度，および政府による誘導，当事者間
の合併あるいは自発的交渉の可能性についての論究が， BuchananC文献10,
11), DavisとWinston(文献1幻， Turvey(文献14)により行なわれた。③
費用関数の分離可能型と分離不可能型との区別，およびそれぞれについての課
税・補助金政策の当否が Davisと Winston(文献12〕により明らかとなっ
た。④Plott C文献21) は外部効果の発現がインプットを原因とする場合， こ
のインプットに課税・補助金措置を適用すべきことを明らかにした。⑥Bassett 
と Borcherding(文献39)は， ビグー解が完全競争市場を前提とした場合に
妥当することを論証した。⑥Mishan 〔文献49〕や DolbearC文献22)は，コ
ースの命題が消費者間の外部効果には妥当しないことを論じた。⑦コースの命
題は短期の理論であって，長期の分析においては無効であることが， Schulze 
とd'ArgeC文献68〕によって論証された。
2. 完全競争と外部不経済
まず，競争市場の下で生産を営んでいる企業AとA以外の多数の企業がある
と仮定し，企業Aの生産によってA以外の企業は技術的外部不経済の影響下に
あるとしよう。この場合，企業Aの活動がA以外の企業の総費用と限界費用を
高めるという意味での nonseparableな外部性6)を取り扱うものとする。
5)この部分は NG,Y. K., Recent Developments in the Theory of Externality 
and the Pigovian Solution, T. 加 EconomicRecord, vol. 47, 1971, pp. 169-70. 
に依拠している。
6) NG, Y. K., Recent Developments in the Theory of Externality and the 
Pigovian Solution. T. 加 EconomicRocord, vol. 49, 1971, pp. 169-180. および
Browning 〔文献79, pp. 1279-81〕は， 外部性の効果が総費用にのみ及ぶいわゆ
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第1図はこれらの仮定のもとにおける完全競争市場の企業者均衡を描いたも
のである。 PAを企業Aに与えられた市場価格とし， この企業の私的な意味で
の限界費用を MCAとすれば，この企業の利潤極大化行動および競争市場の作
??? MCs 
P.t 
?
MCA 
PA 
??
Cs CA 生産量
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Ss 
Sp 
?
生産量
第1(a)図企業者均衡 第1(b)図産業の均衡
用によって，社会的に最適な生産量が決定されるはずである。ところが，この
企業の生産活動に伴ってその他の企業の限界費用がX彩だけ上昇したとする．
と，社会全体の限界費用（＝社会的限界費用 MCs)は第 1(a)図の MCsのように
X彩だけ上方にシフトした直線として描くことができる。つまり，所与の生産
量水準において， MCAとMCsとの差は企業Aの追加的産出量当りの外部費
用 externalcostsを表わしていることになる。第1(b)図のように企業Aの発
生する外部効果＝外部費用の発生は，産業や社会全体の供給曲線を上昇させ
る。この結果，真の意味での社会的に最適な生産量は Qpではなくて， Qsで
なければならない。この場合，私的均衡値と社会的均衡値は乖離することにな
り，外部効果を全く考慮しない場合の均衡産出量は，それを考慮した場合に比
べて過大であり，この意味において，社会の資源は狼費されている。
外部不経済の存在と資源の効率的配分の関係を完全競争システムの枠組の中
で把握するモデルを考えてみよ‘う。
る separableな場合も検討している。
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モデルの前提条件として， l個の生産要素を使って， 同種類の生産 Yを生
産する n個の企業から，問題の産業が構成されており，単純化のために，第
1番目の企業が dの外部不経済を発生させ， これが他企業の生産に影響する
としよう。このような仮定は，外部不経済の発生と資源の最適配分との関係
を生産部門のみに限定していることになるが，一定の効用関数を前提とすれ
ば，消費部門を含む，一般均衡モデルに拡張することが可能であり，その結論
は単純化された場合と等しく妥当するであろう。さらに，外部不経済の発生量
は第1番目の企業活動水準に比例するものとし，この影響下にある被害企業は
新たに外部不経済効果を発生させないものとする。これらの想定のもとにおけ
る産業の生産関数は，
Y;=fi(x11, . , x,;, . , Xu, .. , a), (i=l, .. , ・n) 
で表わされ，さらに，利潤関数が，
ll;=pf仁四r;知 (i=l,. , n) 
で表わされるとすると，個々の企業にとっての利濶極大のための 1階の条件は
(1-1), (1-2)式が成立することである。
pfり一r;=O (i=l, . n; j=l, …， m) (1-1) 
pf/=O (1-2) 
こうして，バレート最適の必要条件は産業全体の利潤が極大化されることで
あり，さらに，総投入量を一定とした場合，他の企業の産出量を減少させない
限り，ー企業の産出量を増加させることができないという意味でのパレート最
適配分の 1階の条件は，
f/f,,"=む，f/ (i, h=l, . , n; j, k=l, .. , m) (1-3) 
ェfi=O (1-4) 
が成立することである。
ここで取り扱われる関数がすべて微分可能であり，接点解をもつに十分なだ
けの曲率をもっているとすると， (1-4)式を次のように書くこともできる。
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これは，第1番目の企業の外部不経済発生の限界代替率が全企業のそれの合
計に等しいということを示している。
いずれにせよ，個々の企業の利潤極大化行動によっては， (1-4)式の条件を
満たすことができないために，パレート最適配分は成立しないことが明らかに
された。
したがって，ここで外部不経済を発生している企業に課税されるならば，こ
の企業の利潤関数は，
II1=pf1-~ 乃知—t4d
となり，この企業の利潤極大化のための 1階の条件は，つぎのようになる。
pf/-t4=0 
この場合の税率として，外部不経済の限界増加率と利潤減少度が等しくなる
ように選ばれるならば，
td=-p:Ef/ 
i=l=l 
となるから，個々の企業の利潤極大化行動の結果として達成される均衡点にお
いては， (1-4)式の条件は満たされ，パレート最適性が成立する。
以上，単純されたモデルの意味するところは，生産物および要素市場が完全
競争の条件を満たしている限り，その市場を構成する一企業の外部不経済の発
生が資源の最適配分を誤まらせるということであり，もしこれを是正しようと
するならば，その手段の一つとして，外部不経済発生者に対する課税措置が考
えられうるということである。
3. 独占と外部不経済
基本的な想定は前節と同様であるが，ただ外部不経済を発生させている企業
がその産業において，完全に独占的な地位にあるとしよう。
独占的企業の場合も，その利潤極大化行動によって，限界費用と限界収入の
一致する点において市場均衡が達せられる。すなわち，第2図のように，産出
量 Qmと価格 Pmが均衡解であることはいうまでもない。これらの均衡解は，
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完全競争を想定した場合の均衡産出量
費価
よりも少なく，均衡価格は，需要の価 用格
格弾力性を eとすれば， (1-1/e)だ
け高くなっている。この意味では，独
占的均衡は，パレート最適の条件を満
たさず，資源を狼費していることにな
る。 ?
QsQm QE: 
さらに，この企業が第2図に示されて
いるように， MCs,MCmに相当する外部
費用を発生しているとするならば， この影響による均衡解は， 図式的には，
外部不経済の効果を考慮しない場合に比べて，均衡産出量は少なく，価格は高
第2図
くなることがわかる。したがって，独占的市場における外部不経済の発生は，
資源の最適配分を一段と誤まったものにさせるといえよう。ただ，どの程度に
パレート最適性から乖離して資源の誤配分がもたらされるかは，ひとえに，こ
の企業の独占力（あるいは需要の価格弾力性の値）と外部不経済の発生量とに依存
する。
問題は，独占的市場の場合，完全競争の場合と同じく，外部不経済の発生に
課税することによって，バレート最適性が回復されるか否かということであ
る。いうまでもなく，課税によって独占力そのものをなくすことはできない。
のみならず，課税は独占力の強化や資源の誤配分を一層大きくする可能性があ
る”。というのは，独占的な企業の典型的な特徴の一つが， 市場支配力とこれ
を背景とする価格形成にあるとみられるから，課税をそれ以上の価格として転
嫁し，より以上の独占利潤を確保しうる立場にあるからである。
したがって，独占対策そのものは，課税以外の手段にまたねばならないが，
独占市場の現在の均衡を最適配分の状態と仮に認めた場合，課税がなおー層資
7) J. M. Buchanan, External Diseonomies, Corrective Taxes and Market St-
ructure, A加 ricanEconomic Review, Mar._ 1969, pp. 174-77. 
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源配分を悪化させるか良化させるかを簡単に検討しよう。
いま， 社会的限界費用を MG.v.私的限界費用を Mら，限界収入を MR,限
界外部費用 d,限界税率を T,価格を Pとするならば，均衡においては，
P=MCm+d 
MR=MC,,, ーT
(1-5)および(1-6)より，
T=P-d-MR 
また， MR=P(l-1/e)だから
T==:-d+P/e 
(1-5) 
(1-6) 
(1-7) 
(1-8) 
(1-8)式によって明らかなように，税率 Tはこの企業の生産に伴ない発生
させる外部費用と P/eの差に等しくなる。したがって，税率 Tを操作するこ
とによって，独占市場の均衡値を，第2図において， (Qm,P,.)から (Qs,Ps) 
に変え，資源配分の状態を良化する方向に変化させることができよう。
しかしながら，資源配分の良化を，独占対策によって得るか，独占企業の生
産物への課税によって得るかは， secondbest-の問題に帰着する。
4. 課税政策の有効性
以上， 極めて単純化された条件やモデルの想定のもとにおいて，外部不経
済，市場構造，資源配分，および課税の関連性が考察された。
つぎに， われわれは A.C.ビグーに始まる外部性に対する課税政策の有効
性を再検討することにしよう。
ビグー流の伝統的な課税政策に対する始めての本格的な反論はs), R・コー
8)ヒ゜グーの社会的費用に対する初期の批判には Knight〔文献3〕ゃ Knapp〔文献5〕
がある。しかし， Knappのヒ゜ グ一説の批判点は， ビグーのいう社会的費用が資本主
義社会に固有的，普遍的に見られる現象であって，それは価値論の構成に含まれるべ
きであり，厚生経済学というような別個の体系として取り上げられるような対象では
ないとした。また， Turveyは，直接ヒ°グ一説を意識したわけではないが， 「課税が
他の手段よりもより良い手段であると考えるぺき先験的な理由は何もない」と論断し
ている〔文献14,13ペー ジ〕。
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ス〔文献8) によって行なわれた。 コースの主な論点は， ①外部性の問題は
reciprocal (相互的）な性質をもっていること， R課税・補助金の対象となる主
体の特定化についてであるが，これらの問題に焦点を合せて議論を展開してみ
よう。
まず，第一の相互作用的な外部性というのは，部分的にも全体的にも競争的
な市場において， A,Bの二つの経済主体が存在するとすると，主体Aが主体
Bに外部性を与えているとともに，主体Bも主体Aに外部性を与えている場合
と定義されえよう。この概念の導入がいかなる問題を引きおこすかというと，
結論的には，両主体の外部不経済の発生に対する部分課税は，一定の条件のも
とでは確実に，両主体の属する市場内では資源の最適利用をもたらすかに見え
るが，社会全体の均衡産出量としては，両主体の最適生産量の合計よりも少な
いかもしれない9)ということである。 かれの議論の骨子は，外部不経済の発生
者とその被害者が同じ地域や市場に立地し，一方の経済活動が他方のそれに相
互に影響し合うような場合には，課税による是正策が全体としての資源の誤配
分をもたらす故，必らずしもその施策が有効であるといえないことである。し
かしながら，課税の資源誤配分効果の議論以外に，コースのこの問題の取り扱
いには，現実のありうべき公害問題を考える場合，非常にシリアスな論点が含
まれている。すなわち，「ゾーンニング規制の手段によって， 煤煙を排出して
いる工場を（住民に）有害な影響を及ぼしている地域から追い出すべきであると
いう（一般的）提案に含まれる同様の・・・誤まり•••…。」10) は「工場の立地の変化
が生産の減少をもたらす場合，その工場がとどまっていた場合に与える害の大
きさと対比して熱考されねばならない。」という点を看過していることになり，
9) E. J. Mishan, The Post War Literature on Externality: An Interpretative 
Essays, Journal of Eccmomic Literature, vol.19. 1971. Cf. Ronald Coase, op. 
cit., p. 2 and§. 4. 前掲書2ページにおいて，コースは「いうまでもないことであ
るが，この問題は全体と限界とによって考察しなければならない」と述べている。ま
た特に同論文のlX節にこの論拠を詳しく展開している。
10) Ronald Coase op. ダt.,p. 42. 
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工場の煤煙を課税によって減少させるよりも，工場の近辺に住む住民を社会的
に安い費用で移住させることができるならば，この方が社会的に望ましい11)と
いうことになるという点である。
R このコースのビグー批判としての主体の特定化あるいは liabilityの問題
であるが，これは①の問題にも深く係わる問題でもある。すなわち，外部不経
済の効果が異なる主体間の間で相互作用的に働いている場合，一方の側の責任
の追求したがって課税による産出量コントロールだけを問題とするビグー的設
定は全くの偏見であって12), 社会全体の利潤を極大（あるいは社会的損失を最小）
にするには，いずれの側に liabilityがあるかを確定しなければならないので
はないかということである。
このようにして，その後の大論争にまで発展したかれの主張の核心（コース命
題）は， ⑧外部不経済の発生者とその被害者が少数の場合には， これら当事者
間による voluntaryな交渉が成立し，誰が損害を負担するかの負担原則が確
立していなくとも，資源の効率的配分が達成され，したがって，課税政策は資
源の最適配分にとって無効または不必要ということである。このコースの命題
の有効性を検証するには， (a)自発的交渉成立の要件とその可能性， (b)負担原則
確立の有無の影響という点の究明が不可欠である。まず，取り扱いのより簡単
な(b)の問題から論じよう。
この問題は，外部不経済効果の発生の原因や責任の確定，その処理としての
損害に係わる補償や課税など，倫理的判断の介入を必要とするような困難な点
が含まれているけれども，政策理論的立場に立って，課税を外部不経済の発生
者に課すか，被害者に課すかという点に焦点を絞ろう。ビグー流の伝統に従う
までもなく，常識的にも，発生者に課税すべきであるということになるであろ
うが，コースにあっては，資源の最適配分という銀点からは，価格システムが
11) Ronald Coase, I. 品i,p. 41. 
12) BuchananとStubblebine〔文献10,11)ゃDavisとWhinston〔文献12〕らは，
課税による限界的外部性の完全な不消滅をもって，この論拠としている。
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無費用で機能する限り，発生者，被害者の負担原則の区別は必要でなく，課税
も無差別に無効であること，さらには，課税にのみ依存して完全な最適配分を
．得るためには，両当事者への doubletax(二重課税）が必要である13)とされる。
完全競争条件のもとにおいては，負担原則の区別は問題とならないというコー
スの考えに対して， MarchandとRussell文献〔60〕において，当事者の費
用関数が nonseparableな場合には負担原則の設定が重要であることを論証し
ている。この意味では，コースの外部性概念が特殊な想定ーすなわち，外部不
経済発生者の産出量が被害者の限界費用に影響を受けず，さらに，外部不経済
の発生者の外部限界費用が被害者の産出高に影響しないーによるものであると
いえよう。このことは， Dickが文献〔76〕において， 詳しく再検討したこと
からも明らかである。
以上のように，コースの前提条件に従う限り，論理的に疑う余地はほとんど
ない。しかしながら，かれの負担原則に関する議論が，・完全競争システムヘの
過信の余り，政策的意味合いの希薄な想定に依拠することになったといえよ
う。紙幅の制限により議論を展開することができないが，この問題よりも重要
な問題は，コース議論のみならず，一般に捨象されている最適化過程における
所得分配構造の変化による当事者間の交渉力や社会的厚生関数におよぼす影響
である。
最後に，われわれは， (a)の自発的交渉の問題に移らねばならない。
自発的交渉の成立の条件については，コース自身必ずしも明らかにしていな
いが，かれの外部性論議の展開に際して取上げた例が，菓子製造人と医者，ぁ
るいは家畜飼育業者と農家というように，当事者が二人ないしはごく少数の主
体間の市場を想定していた。この想定のもとでは，当事者間において，取引費
13) Coase, R. H., op. cit., p. 41および Buchanan,J. M. and W. C. Stubblebine, 
Externality, Economica, vol. XXIX, Nov. 1962. p. 383. しかし，コース流の二重
課税の必要性に対して， NG,Y. K. は文献〔51]pp. 171-75. において，この心要性
のないことを論じている。
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用がほとんど 0で，かつ協調的に bargainingあるいは negotiationが成立す
ることが容易と考えられる。しかし，この成立のためには，対象となる外部不
経済の発生主体およびその被害主体が完全競争の想定における経済主体である
必要があり，かつそれら当事者相互の間に権利・義務が法的に，あるいは何ら
かの方法で明確に規定されているという条件が不可欠であろう。
結 び
環境汚染・破壊の問題が外部性の理論の展開によって把握できることは，一
つの光明ではある。しかしなが，政策論の対象としてこの問題を眺めるとなる
と，なお解決されなければならない問題が山積している。
ビグー流の課税・補助金政策が効率率性の達成を阻害しないか否かについて
はかなりの部分が明らかとなった。すなわち，多くの論者が指摘してきたよう
に，外部性の発生者と被害者相互間に自発的交渉が不可能である場合には，課
税や補償行為は社会の効率性を損ねるということである。その代替案としての
自発的交渉による解決策が有効に働らく条件は，①外部性の発生者・被害者を
特定化できること，R両者の間での取引費用が皆無に近いこと，R両者が協力
的に交渉できることである。
最後に，環境問題のむずかしさは環境が人類の共有財産資源であるからであ
る。この特徴は， 本質的には， われわれすべてがそれを所有するのではなく
て，分ち持つものである。このための社会制度の核心は，財産権である。しか
しながら，現在のところ，それは濫用され過ぎている。環境資源の利用に関し
ては，この財産権を再吟味し，定義し直す必要があろう。これが困難な問題の
解決を促進する一つの方法である。
社会はおびただしい種類と量の貴重な資源をあまりにも長い間，ただで与え
られていた。すべての物が貴重であるということを認識する方法は物に価格を
もつことである。個人の汚染活動に対し， ほとんど費用をかけなかったこと
が，われわれの社会に大きな犠牲を払わさせることになったのである。もしわ
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れわれが汚染コントロールのための価格の刺激による合法的なJレールがなけれ
ば，われわれの環境は引き続く濫用のために，ますます悪化するであろう。
今後のこの問題への一層の研究に資するように，外部性と汚染に関する重要
な文献を，年代順に列挙しておくことにする。
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